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№ 1601001

5 会 計 区 分 1 一般会計
24
1

政 策 事 務 分 類 3 単独自治事務（その他）
見 直 し 年 度
担 当 課 16 議会事務局

#N/A
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区分 1 ハード事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名
関 係 個 別 計 画 名

741 平成　２０　年度 平成　２１　年度 平成　２３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

複合機（複写機機能、ファックス機
能、パソコン情報出力機能）更新

763 0 0 763
0
0
0
0

763 763
0 0 0 0
0
0
0
0
0

　（特定財源の詳細等） （実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

【評　価　・　実　績】

※前年度評価結果 ※前年度評価結果 ※前年度評価結果

年 度 目 標 値
年 度 達 成 率 #DIV/0! #DIV/0! 0%
全 体 達 成 率 0% 0% 0%
事業進捗状況

道 支 出 金

※前年度評価結果

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0

財
源
内
訳

国庫支出金

地　 方 　債
そ 　の 　他
一 般 財 源

事 業 優 先 度 Ｂ

0

【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

　

平成　２２　年度 平成　２４　年度

100%

2

事  業  内  容

地　 方 　債
そ 　の 　他

100%
住民参加
住民協働

全　　　体　　　計　　　画
事　　　業　　　内　　　容

事業目標

事業期間
事業主体
事業指標

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

　現有の複写機機能とファックス機能をもつ複合
機は平成14年度に導入し、リース期間である5年

のである。
ス機能にに加え、パソコン情報の出力もできるも

事 業 名

国庫支出金

一 般 財 源

ささえあい・雄武～協働によるまちづくりの推進

町

政策目標
基本施策
単位施策

関
　
連
　
事
　
項

実
績
事
業
費

経過後も同期を使用しているが、経年による故障
も懸念されることからこれを平成23年度に新機種

関 係 課

効果的・効率的な行政経営
計画行政の推進

　　　　　　　　 　　第 ５ 期  雄 武 町 総 合 計 画　　　　　　前 期 実 施 計 画 書

複写機（複合機）更新事業

平成23年度

事　業　内　容

（実施内容等）

　円ほど割高となるため一括購入とする。

（実施内容等）

道 支 出 金

事　　業　　費　（千円）

財
源
内
訳

0

0

※　5年間のリースも可能であるが、総体で１０万

※前年度評価結果

（継続無し） #DIV/0!
0%

第４期総合計画関連

466

　なお、新機種は、複写機機能（カラー）、ファック
に更新する。

#DIV/0!
0%



№ 1601002

5 会 計 区 分 1 一般会計
24
1

政 策 事 務 分 類 3 単独自治事務（その他）
見 直 し 年 度
担 当 課 16 議会事務局

#N/A
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区分 1 ハード事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名
関 係 個 別 計 画 名

741 平成　２０　年度 平成　２１　年度 平成　２３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

議事録用録音機（デジタル録音機
）更新

同時に更新する。

440 0 0 440
0
0
0
0

440 440
0 0 0 0
0
0
0
0
0

　（特定財源の詳細等） （実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）

【評　価　・　実　績】

※前年度評価結果 ※前年度評価結果 ※前年度評価結果

年 度 目 標 値
年 度 達 成 率 #DIV/0! #DIV/0! 0%
全 体 達 成 率 0% 0% 0%
事業進捗状況

　　　　　　　　 　　第 ５ 期  雄 武 町 総 合 計 画　　　　　　前 期 実 施 計 画 書

政策目標 ささえあい・雄武～協働によるまちづくりの推進 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 効果的・効率的な行政経営
事 業 優 先 度 Ａ

　
単位施策 計画行政の推進

事 業 名 議場録音機更新（デジタル化）事業

事業期間 平成23年度
事業主体 町

関 係 課
事業指標 100%
事業目標 100%
住民参加

2
住民協働

全　　　体　　　計　　　画 平成　２２　年度 平成　２４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

　本会議における議事録は、テープレコーダーに
より録音し、これを文章に直して記録しているが、
現録音機が故障の際には修理不可能となってい
るためこれを更新する。更新機種は、デジタル化

が容易となることなどのメリットがある。

により記録するもので、情報はパソコンに取り込
むことによりメールでのやり取りが可能なこと、
録音テープが不要となること、議事録内容の検索

　なお、更新にあっては録音機器のみの更新で
済み、機器は万が一の故障に備え現有の２機を

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金
地　 方 　債
そ 　の 　他
一 般 財 源

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金
地　 方 　債
そ 　の 　他
一 般 財 源

関
　
連
　
事
　
項

（実施内容等） （実施内容等）

※前年度評価結果 ※前年度評価結果

第４期総合計画関連
（継続無し） #DIV/0! #DIV/0!

0% 0%


